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研究分野：社会工学 
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キーワード：嫌悪施設、環境質定量化・予測、不動産デリバティブ、環境政策、都市計画 
 
１．研究計画の概要 
 嫌悪施設立地による資産価値低下リスク
の補償を、不動産デリバティブを用いて効率
的に行うスキームを構築するため、本研究は
次の３点について明らかにすることを目的
としている。 
(1) リスク評価方法の実証： 将来の資産価
値の確率分布に基づくリスク評価手法が、複
数地域においても適用可能であることを実
証するとともに、地域間での違いを明らかに
する。 
(2) 不動産デリバティブ市場の現状と展望： 
英国市場を調査して、参加者・取引内容・取
引規模・用いられる技術などを明らかにし、
補償効率化のために活用可能なデリバティ
ブを検討する。 
(3) 補償スキームの構築： 研究目的１及び
２の結果に基づき可能な補償スキームを提
示して、補償額の軽減面と補償を行う側のリ
スク管理面における効果を評価するととも
に、ヒアリング調査によりその実現可能性を
検討する。 
 
２．研究の進捗状況 
 上記研究目的(1)については、平成 20 年度
に英国都市圏における分析可能性を検討し
たが、研究代表者が既に首都圏で行った評価
に必要なデータのうち幾つかを得ることが
できず、英国を対象として同等の分析を行う
ことが困難であることが分かった。そのため、
平成 21 年度から対象を国内の幾つかの地域
に絞り、首都圏で用いたリスク評価手法を適
用して地域間の比較を行うことが可能か検
討した。以上の研究成果として、リスク評価
と補償の社会的意義やその方法、そして国内

における試算結果などについて、平成 21 年
度に拙著「嫌悪施設の立地問題-環境リスクと
公正性-」としてまとめ刊行した。 
 (2)については、不動産デリバティブによる
資産価値低下リスクのヘッジ効果について、
幾つかの資産価値変動モデルを用いた実証
分析を行い、実際のヘッジが失敗に終わる要
因を検討した。この研究成果については、平
成 19 年度に英国の大学（University of 
Reading）で開催された Research Seminar
において発表し、英国の研究者らとの意見交
換を行った。さらに、平成 20 年度に国際学
術会議（European Real Estate Society）に
おける成果発表を行って多くの研究者から
のフィードバックを得た。以上の成果を踏ま
えて、効率的な補償を可能にするデリバティ
ブを提案し、その価値評価方法と試算結果を
研究論文としてまとめ、学術誌に投稿した
（現時点ではまだ審査中である）。 
 (3)については、平成 21 年度にヒアリング
調査の対象となり得る複数の主体と、これま
での研究成果を示した意見交換を実施して、
ヒアリング対象の選定と調査項目の検討を
行った。この結果に基づいて、平成 22 年度
に行う本調査を行う予定である。 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
 (理由) 
 研究目的(1)(2)については、一定の研究成
果を得て、それを著書や研究論文として公表
済みである。研究目的(3)については、本年
度が本調査となるが、昨年度の予備的調査に
おいて、予定した成果が得られる感触を得て
いる。 
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４．今後の研究の推進方策 
 研究目的(1)については、さらにデータ収集
を進め、リスク評価手法の地域間比較を充実
させる。(2)については、現在審査中の研究論
文が掲載されれば、予定した成果が得られた
ものと判断できる。本年度は主に(3)に注力し、
7 月からヒアリング調査を本格的に進め、本
年度中に予定した成果が得られるよう努力
する。 
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